
国内の優れた鉄道システムを海外へ展開するにあたって、国際規格やＥＮ規格
等への適合性評価を第三者機関で受けることを要求されることが多くなり、海
外展開のハードルとなっている。今般、日本国内での適合性評価機関についての
検討を開始したので、その状況について報告する。

国際規格への適合性評価と交通研の果たす役割

交通システム研究領域 主任研究員

長谷川　智紀

25 日

講演６

–113–



１．鉄道の安全に関する交通研のこれまでの活動 

• 昭和４５年に交通安全公害研究所として設立以来、先進的な公共交通シ
ステムの実用化に先立つ安全評価や、導入したときの効果予測につい
て研究を行ってきている。 

• また、代表的な公共交通システムである鉄道、索道、バスなどに用いら
れる新しい技術について、安全性や利便性向上の観点から研究を進め
ている。 

 

これらの研究で培った成果をもとに、 
国内外向けの製品・システムの安全性評価を実施 

既存の製品・システムの改良 

全く新しい製品・システムの開発 

鉄道事業者が各運輸局に届け出（変更申請）するが、事前
にその安全性を証明する必要がある 

開発段階から鉄道局がオブザーバとして参画し、評価は、
委員会または第三者機関が行う 

２．国内向け製品・システムの適合性評価 

既存のシステムから安全性が損なわれていないか
を評価・確認で貢献 

第三者機関のひとつとして安全性の評価で貢献 

海外からの輸入製品 
鉄道事業者が各運輸局に届け出（変更申請）する際、事前
にその安全性を証明する必要がある 

既存のシステムから安全性が損なわれていないか
を評価・確認で貢献 
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３．海外向け製品・システムの適合性評価 
地球環境問題の深刻化に伴い、鉄道は世界的にも脚光を浴びている。 
また、国内における鉄道建設需要が一段落していることから、国内の鉄道関係
メーカーは海外展開に注目し始めた。 

国内では、鉄道事業者による仕様の提示、メーカー及び鉄道事業者による製品の評価
がなされている。 

国内の鉄道関連メーカーは、国内に第三者
認証機関がないため、海外の第三者認証機
関を利用するか、国内の研究機関による安
全性評価レポートにて対応をしている状況 

安全性の証明なしでは入札参加が不可能 

海外では、鉄道事業者とメーカーの間にコンサルタントが入ることもあり、鉄道事業者ま
たはコンサルタントにより仕様が提示される。仕様は、特に安全性に係わる
事項については国際規格や欧州規格等（例えば、RAMSやSIL等）への適
合性を要求され、製品の評価は第三者認証機関による認証を必要とされる。 

納入製品に対する仕様提示と製品評価の方法は．．． 

交通研では主に信号関係の安全性に関して評価を実施 

実績 安全性評価受託総数 

平成２１年 ９件 

平成２０年 ４件 

平成１９年 ５件 

平成１８年 ６件 

平成１７年 ６件 

過去5年間の安全性評価に関する受託案件数 

４．諸外国における適合性評価の状況 

① EU指令に基づく認証 

② 欧州各国の安全規格に基づく認証 
各国のNSR（National Safety Rules）に基づく 

ISA（Independent Safety Assessor）による認証 

インターオペラビリティ指令に基づくTSIの認証 

③ 欧州各国のその他独自規格に基づく認証 
各国のNＴR（National Technical Rules）に基づく認証 

［指令］ 
高速鉄道指令    在来線指令 

 (Directive 96/48/EC)  (Directive 2001/16/EC) 

［認定機関］ 
Notified Body 
原則１国１認定機関  

［認証機関］ 
Certificated Body 

TUV、Lloyd’s Register、Atkins等 

※TSIの認証はEU域内で相互認証が認められている 

・米国の規格は、政府関係から民間団体ま
で多数存在 

・CFR、MIL、UL等の一部の規格で認証が
求められている 

CFR(Code of Federal Regulations)：連邦政府規則 
MIL(Military Specifications and Standards)：軍用規格 
UL(Underwriters Laboratories)：保険業者試験所 

・IEC、ENの認証も事例あり 

・国際規格の認証が多いが、ENの認証も事
例あり 

・国際規格以外の認証制度は限定的な認証
にとどまっている 

［基準］ 
TSI 

 
 

（詳細規格はEN準用） 

相互直通運転のための 
技術仕様書：ERA作成 

ROGS（Railways and Other Guided Transport Systems Regulations）への適
合をICP（Ｉndependent Competent Person）が認証（英） 

欧州 
米国 

アジア・中東等 
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５．国際規格適合性評価対応例（IEC62278：RAMS） 

第１段階：構想 

第２段階：システムの定義
と適用条件 

第３段階：リスク分析 

第４段階：システム要求事項 

第６段階：設計と 
      （RAMS計画の）実行 

第７段階：製造 

第８段階：設置 

第９段階：システムの妥当性確認 

第１０段階：システムの受け入れ 

第１１段階：運用と保全 

第１４段階：廃止と処分 システムライフサイクル 
（RAMS規格に記載されている１４段階） 

交通研の安全性評価レポートの範囲 

第５段階：システム要求事項
の割当て 

ＲＡＭＳ：適用対象システムが、信頼性(R)、アベイラビ
リティー(A)、保守性(M)、安全性(S)の評価指標と経済
性に照らして、総合的にかつ、良好なバランスで維持
するマネージメントを要求する規格である。 

第１３段階：改修と追加 第１２段階： 
性能の監視 

FMEA 

FTA 

各機器、装置、モジュールの故障モードを 
抽出し、その影響と対策を評価する手法 

異常事象を抽出し、それに至る事象と対策を 
評価する手法 

リスクを「危険度」とその「頻度」の積で計算し、設定
した閾値に対し評価し、閾値以下になるように対策
を行う 

異常事象に至る確率を計算し、安全性の目標レベル 
(SIL等）等の基準値以下となるように対策を行う 

国際規格 
も意識 
（IEC62278・
RAMS等） 

安全性評価の評価方法 
第3段階：リスク分析手法 

–116–



危険度×頻度＝リスク評価 ハザードレベル：Ⅳｰ危険側に故障する可能性がある 
頻度：１－ほとんど起きえない,２ｰ起きる可能性がある ４×２＝８＞閾値とする 

 

Ⅲ
停止指令信号処理部通信不能断線、電圧低

下等
通信部故
障

通信
部

汎用
通信シ
ステム

Ⅲ
停止指令信号処理部通信不能電圧低下、ノイ

ズ、断線等
通信部

故障

Ⅱ
他系システムとの比較により、
停止指令

信号処理部位置検知電波受信異常

GPS素子故障
GPS故障

信号
保安シ
ステム

Ⅲor Ⅳ
情報の妥当性判断、

異常と判定すれば停止指令

信号処理通信異常（見かけ上の
通信は可能）

ノイズ、電波障
害等

通信異常

Ⅱ
速度データ妥当性判断、正
常系による縮退モード走行

信号処理部速度検出不能電圧低下、ノイ
ズ、断線等

処理部

故障

速度
取得
装置

Ⅲ
停止指令、信号処理部通信不能電圧低下、ノイ

ズ、断線等
通信部

故障

Ⅲ
FSCPUによる検出、リレーに
よるフェールセーフ性確保

出力リレーシステム全体動作電圧低下、ノイ
ズ、断線等

処理部

故障

信号
処理
部

Ⅱ
停止指令、

他系による縮退モード走行

信号処理部GPS受信器、位置情
報処理装置等

断線、劣化、素
子異常等

電源故障

GPS

ハザード
レベル

安全性確保故障検出影響範囲想定原因故障モード対象

Ⅲ
停止指令信号処理部通信不能断線、電圧低

下等
通信部故
障

通信
部

汎用
通信シ
ステム

Ⅲ
停止指令信号処理部通信不能電圧低下、ノイ

ズ、断線等
通信部

故障

Ⅱ
他系システムとの比較により、
停止指令

信号処理部位置検知電波受信異常

GPS素子故障
GPS故障

信号
保安シ
ステム

Ⅲor Ⅳ
情報の妥当性判断、

異常と判定すれば停止指令

信号処理通信異常（見かけ上の
通信は可能）

ノイズ、電波障
害等

通信異常

Ⅱ
速度データ妥当性判断、正
常系による縮退モード走行

信号処理部速度検出不能電圧低下、ノイ
ズ、断線等

処理部

故障

速度
取得
装置

Ⅲ
停止指令、信号処理部通信不能電圧低下、ノイ

ズ、断線等
通信部

故障

Ⅲ
FSCPUによる検出、リレーに
よるフェールセーフ性確保

出力リレーシステム全体動作電圧低下、ノイ
ズ、断線等

処理部

故障

信号
処理
部

Ⅱ
停止指令、

他系による縮退モード走行

信号処理部GPS受信器、位置情
報処理装置等

断線、劣化、素
子異常等

電源故障

GPS

ハザード
レベル

安全性確保故障検出影響範囲想定原因故障モード対象

危険度か頻度を下げる対策 

（例）ＦＭＥＡによる評価（交通研） 
発生 
頻度 

２ 

３ 

２ 

１ 

１ 

２ 

１ 

２ 

• 設定した閾値（ハザード×頻度）を超える故障に対しては、
閾値以下となる対策を指示、その後再検証 

• 対策によっても、閾値以下とならない事象（例えば、ノイズ）
については、事業者に対し、その事象（故障）が起きると生
じる異常事象を整理し、利用する側へ周知し対策をさせる 

 

ノイズ リレー不良

EMC試験 チェック

AB1が
開故障

AB1開故障 指令ミス

AB1開指令

GPSによる
故障検知

チェック

AB1が開 B駅に前々列車
在線

前方列車
AB2停止

GPSによる
保安検知

故障検知

列車追突

汎用無線により
OCC、車両に
異常情報送信

OCCより対応指示

汎用無線により
OCC、車両に

AB2停止情報送信

列車A駅進入

汎用無線により
OCC、車両に

AB1故障情報送信

列車A駅進入禁止
抑止

ノイズ リレー不良

EMC試験 チェック

AB1が
開故障

AB1開故障 指令ミス

AB1開指令

GPSによる
故障検知

チェック

AB1が開 B駅に前々列車
在線

前方列車
AB2停止

GPSによる
保安検知

故障検知

列車追突

汎用無線により
OCC、車両に
異常情報送信

OCCより対応指示

汎用無線により
OCC、車両に

AB2停止情報送信

列車A駅進入

汎用無線により
OCC、車両に

AB1故障情報送信

列車A駅進入禁止
抑止

異常事象確率を計算 

制約ゲート 
（これで起こる 
確率を減少） 

生起確率を推定 

SILレベル 10-**/h 

４ 10-8～10-9 

３ 10-7～10-8 

２ 10-6～10-7 

１ 10-5～10-6 

（例）ＦＴＡによる評価例（交通研） 

• 最悪事象の発生確率が、設定した値以上（SIL4等）の場合、設定値以下となる
対策を指示、その後再検証 

• 対策によっても、設定値以下とならない場合や明確に確率が算定されない場
合においては、制約ゲート（発生確率を低下させる事象）を増やして、トップ事
象に至る経路に制約を設ける 
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６．安全性評価を行う上での留意点 
１．システム仕様の中での評価範囲の確定 

 責任を持つ評価範囲を明確にする必要。相手側担保の車両や設備との境界等 
 評価範囲外でも重大事故に繋がる恐れがある点は必ずコメント。 

 

２．記述、用語の解釈違い 
 要件や仕様書は相互に翻訳されるため、誤訳や解釈違いに注意。 
 不明確な点は必ず質して明確に。 
 国内で一般的でない用語、国内外で定義や機能が異なる用語が多い。 

 

３．客観的な安全性評価 
 リスク分析に基づいた定量的評価の実施 
 システムの安全管理の確認 

 

４．国際規格への適合性 
 国際規格、標準の内容や思想を熟知し、日本国内との相違を念頭に置く。 
 安全性の高さを数値範囲で定義。（SIL4は危険事象発生確率10－８～１０－９/h等） 

 

５．相手国側との法的なトラブルへの備え 
 国情の違い等により、評価報告書を巡るトラブル、訴訟に至る可能性も否定できない。 

７．安全性評価レポートの限界 

どちらも日本の技術を海外展開するための最適解ではない 

海外の第三者認証機関における認証 
 

• 認証実績、対応規格が豊富 
• 言葉の壁、コスト、ノウハウの流出の可能性に対する懸念 
• 日本の技術の証明を海外に委ねることの是非（安全性の考え方の違い等） 

国内研究機関における安全性評価レポート 
 

• 言葉の壁、ノウハウの流出の懸念は少ない 
• 認証書の代わるものとして安全性評価レポートを活用 
• ただし、客先が安全性評価レポートを認証相当と判断した場合のみ利用
可能 
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８．国内の動き 

ただし、「日本の鉄道技術を国際規格化」だけでは、製品・システムの認証
がないと相手国に受け入れられない 

国際基準調和の一環としての適合性評価（認証）について検討が必要 

新成長戦略（平成22年6月18日閣議決定） 

フロンティアの開拓による成長 

（３） アジア経済戦略  
（日本の「安全・安心」等の技術のアジアそして世界への普及） 
その上で、環境技術において日本が強みを持つインフラ整備をパッケージでアジア地域に展開・浸透させるとともに、アジア諸国の経
済成長に伴う地球環境への負荷を軽減し、日本の技術・経験をアジアの持続可能な成長のエンジンとして活用する。具体的には、新
幹線・都市交通、水、エネルギーなどのインフラ整備支援や、環境共生型都市の開発支援に官民あげて取り組む。（以下略） 

国土交通省成長戦略（平成22年5月17日国土交通省成長戦略会議） 

４．国際展開・官民連携分野 
 １．海外へ進出する日本企業への支援ツールと政府サイドの支援体制整備～日本の技術と資本で世界展開を～ 

  政策２ ：スタンダードの整備 
国内スタンダードのグローバルスタンダードへの適合を図るとともに、日本の技術・規格の国際標準化や投資対象国での
採用に向けた取組を推進する。 

  （２）日本の規格を国際統一規格とするための取組や投資対象国におけるスタンダードの獲得のための取組の推進 
日本の技術やシステムが、今後、より一層海外市場における競争力を発揮し、海外受注の獲得に繋げていくためには、日
本の技術や規格を国際統一規格とするための取組や、投資対象国におけるスタンダード獲得のための取組を推進するこ
とが必要である。 
例えば、．．．（略）．．．また、近年、鉄道分野における国際標準策定の動きが急速に進む中、欧州が積極的な動きを繰り
広げているが、これに対し、官民連携の体制を充実させ、国際標準化機関（ISO、IEC）並びに米国をはじめとする投資対象
国において日本の新幹線・都市鉄道をはじめとする優れた鉄道システムの技術・規格の戦略的な国際標準化の取組を早
急かつ強力に推進する。（以下略） 

国土交通省成長戦略（平成22年5月17日国土交通省成長戦略会議） 

新成長戦略（平成22年6月18日閣議決定） 

国としても、国際標準化、スタンダードの確保が求められる 

９．適合性評価の今後の動きと交通研の役割 
• 鉄道関係の国際標準化活動は、鉄道技術標準化調査検討会による検討の後、IEC／ISO

の鉄道技術の標準化活動を一元的に実施する新しい国内審議体制を整備することとなり、
鉄道国際規格センターが発足したことにより、日本の優れた技術を、より多く国際規格化す
るための、大きな一歩を歩んだ。 

• 鉄道業界が一体となり、日本の技術を国際標準化機関へ働きかけるようになった。 

• 一方、国際標準化活動と両輪の関係にある適合性評価については、受け皿が安全性評価
レポートでしかない状況。 

• また、日本の優れた鉄道技術（安全・定時等）の証明方法は、現在海外任せとなっている。
日本式の証明の方法の模索の必要性がある。（鉄道の安全性、定時性は、日本が断然良
いのは事実） 

• 交通研が行ってきた研究活動と、それを活かした技術基準等の策定
経験を活かし、技術的な観点からサポート 

• 国際標準化活動で得た知見を適合性評価へ活かすと共に、適合性
評価レポート等で得た知見を国際標準化活動へフィードバックし、適
合性評価の立場も踏まえた規格化活動 

交通研の役割 
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